
土地利用面積の割合（P14参照）
（平成30年）

市街化・市街化調整区域面積（P14参照）

総面積
2,155ha

宅地

587ha

(27.2%)

森林

406ha

(18.8%)

農地

221ha

(9.8%)

道路

243ha

(11.31%)
水面・河川・水路

69ha

(20.3%)

その他

640ha

(29.71%)

市街化・市街化調整区域面積（P14参照）
（平成30年）

総面積
2,155ha

第一種低層住居

専用地域

250ha(11.6%)

第一種中高住居専用地域

80ha(3.7%)

第二種中高住居専用地域

41ha(1.9%)

第一種

住居地域

223ha(10.4%) 第二種住居地域

13ha(0.6%)

準住居地域

33ha(1.5%)

近隣商業地域

17ha(0.8%)
準工業地域

57ha(2.7%)
工業地域

33ha(1.5%)

市街化調整区域

1,408ha(65.3%)
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総人口・世帯数の推移(P20参照)
         （各年４月１日現在)

年齢別(５歳階級)人口（P25参照）
　　　　（平成30年4月1日現在）

1,253
1,408

1,233
2,414

1,116
1,355

1,100
1,789

-4,000-3,000-2,000-1,00001,0002,0003,000

60～64

70～74

3,0000 1,000 2,000

37,843 41,526
47,003

51,639 53,173

54,644 55,680

56,627 57,46614,508
16,345

18,929
20,605 21,320 21,963 22,441 22,978 23,341

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H10 H15 H20 H25 H26 H27 H28 H29 H30

(人)

(年)

人口(人)

世帯数(世帯)

75歳以上
65～69

(人)

男（人） 女（人）

1,844
1,816

1,583
1,462
1,443
1,487

2,064
2,331

2,641
2,382

1,783
1,358

1,253
1,408

1,233
2,414

1,755
1,935

1,591
1,515
1,495
1,507

1,983
2,384

2,662
2,443

1,919
1,443

1,116
1,355

1,100
1,789

-4,000 -3,000 -2,000 -1,000 0 1,000 2,000 3,000

4歳以下

10～14

20～24

30～34

40～44

50～54

60～64

70～74

3,000 2,000 1,000 0

65～69

5～9

55～59

35～39
45～49

25～29
15～19
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296 302 273 283 269

1,327
1,411

1,381
1,508 1,459

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

H18 H21 H24 H26 H28

第３次産業 第３次産業
第３次産業

事業所数の推移(P37参照)

第2次産業

第1次産業

8

第３次産業
第３次産業

第2次産業 第2次産業第2次産業 第2次産業

第1次産業

10

第1次産業

10

第1次産業

9

第1次産業

11

(事業所数)

(年)

3,645 3,206 2,778 3,028 3,083

17,800
21,040

19,790

23,503 23,249

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

H18 H21 H24 H26 H28

(人)

第３次産業

第2次産業 第2次産業 第2次産業 第2次産業第2次産業

第３次産業第３次産業

第３次産業
第３次産業

第１次産業

50
第１次産業

82

第１次産業

55

第１次産業

69
第１次産業

74

従業者数の推移(P37参照)

(年)
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産業分類別事業所数構成比（Ｐ37参照）
（平成28年7月1日現在）

建設業

10.6％

農業・林業

0.6％

製造業

4.8％

卸売業、

小売業

28.9％

宿泊業・

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

10.1％

不動産業、

物品賃貸業

7.9％

医療・福祉

9.0％

生活関連

ｻｰﾋﾞｽ業・

娯楽業

8.5％

教育、

学習支援業

6.4％

学術研究、

学習支援業

4.8％

運輸業・

郵便業

1.2％

情報通信業

0.5％

金融業、保険業

1.3％

複合ｻｰﾋﾞｽ業

0.4％
電気・ガス・

熱供給・水道業

0.1％

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの)

4.9％

第1次産業

0.6％

第2次産業

15.7％

第3次産業

83.7％

事業所数

1,738

複合ｻｰﾋﾞｽ業 ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの)

第1次産業

0.3％

第2次産業

12.1％

第3次産業

87.6％

農業・林業

0.3％

建設業

4.9％
製造業

7.2％

卸売業、

小売業

23.3％

宿泊業・

飲食ｻｰﾋﾞｽ業 9.8%

不動産業、

物品賃貸業

2.1％

医療・福祉

15.4％

生活関連

ｻｰﾋﾞｽ業・

娯楽業

3.8％

教育、

学習支援業

15.4％

学術研究、

学習支援業

6.4％

情報通信業

0.7％
運輸業・

郵便業

5.4％

金融業、保険業

0.9％

複合ｻｰﾋﾞｽ業

0.8％

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの)

3.7％

従業者数

25,406
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0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

H25 H26 H27 H28 H29

地方交付

税0.1%

県支出金5.4%
県支出金4.0%

県支出金4.5% 県支出金5.0%

地方税

49.6%

地方税

59.5%

地方税

50.6%

地方税

50.3%

地方税

57.3%

地方交付税

0.2%

地方交付税

0.1%
地方交付税

0.1%

地方交付税

0.1%

国庫支出金

10.%

国庫支出金

10.7%

国庫支出金

9.8%

国庫支出金

12.4%

国庫支出金

10.4%
県支出金4.4%
地方債4.4%

地方債3.2%
地方債4.8%

地方債8.1%
地方債3.8%

その他

31.4% その他

21.0%

その他

30.8%

その他

24.6% その他

23.3%

20,000,000

25,000,000

普通会計財源別歳入決算額の推移(P114～115参照)

普通会計目的別歳出決算額の推移(P118～119参照)

(年度)

5,000

10,000

15,000

20,000

(百万円)

(百万円)

20,000
その他6.3% その他6.9%

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

H25 H26 H27 H28 H29 (年度)

20,000

15,000

10,000

5,000

総務費

27.0%
総務費

16.1%
総務費

13.7%

総務費

16.2%

総務費

20.5%

民生費

31.3%

民生費

37.6%

民生費

33.0%

民生費

35.4%
民生費

37.3%

衛生費5.5%

衛生費7.3%

衛生費6.2% 衛生費5.7%
衛生費7.1%

土木費

10.5%
土木費

12.7%

土木費

16.9%

土木費

19.7%
土木費

13.1%

教育費

14.2%
教育費

15.2%

教育費

14.2%

教育費

13.4%
教育費

18.6%

公債費5.2%

公債費4.0%

公債費3.0% 公債費3.2%

公債費3.4%

その他6.4%

その他7.0%

その他6.3% その他6.9%

その他6.9%
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